地域で暮らす人への看護　講義資料
第12回　地域における多職種連携
― 医療・介護・福祉・行政の連携 ―
本時の目標
(1) 多職種連携・多職種協働の意義と必要性を理解する。
(2) 保健・医療・福祉に関わる主な職種とその役割を理解する。
(3) チームアプローチにおける看護職の役割と専門性の発揮を理解する。
(4) 地域ケア会議、サービス担当者会議等の連携の場を理解する。
(5) 連携を阻む要因と、円滑な連携のための工夫を考える。
(6) ICTを活用した情報共有の動向を理解する。
本時の構成(90分)
	時間の目安
	内容
	形態

	5分
	導入(本時のねらい・キーワードの確認)
	講義

	45分
	講義:1 多職種連携の意義〜6 ICTを活用した情報共有
	講義

	25分
	事例演習(個人検討・グループ共有)
	演習

	10分
	解答・解説の確認
	講義

	5分
	まとめ・次回予告
	講義



講義
1. 多職種連携・多職種協働の意義と必要性
地域で暮らす人は、病気の管理、日常生活の援助、経済的な問題、住まいの問題など、複数の課題を同時に抱えていることが多い。一つの職種や機関だけでは、これらすべてに対応することはできない。
多職種連携とは、異なる専門性をもつ職種が、利用者の目標を共有し、互いの専門性を尊重しながら協力して支援することである。連携することで、次のような効果が期待できる。
	医療
医師、看護師、薬剤師、理学療法士・作業療法士等
	介護
介護支援専門員、介護福祉士、訪問介護員等
	福祉
社会福祉士、精神保健福祉士、民生委員等
	行政
市町村職員、保健師、地域包括支援センター職員等


医療・介護・福祉・行政の4つの領域が、利用者を中心につながることが地域での支援の基本となる。
1. 支援の質の向上　それぞれの専門性を持ち寄ることで、利用者の状況を多面的に捉えられる。
1. 支援の漏れと重複の防止　誰が何を担当するかが明確になり、支援の空白や二重の対応を防げる。
1. 支援の継続性　担当者が変わったり、状態が変化したりしても、支援が途切れにくくなる。
具体的な看護場面　独居の高齢者が薬を飲み忘れていることに訪問看護師が気づいた。看護師から薬剤師には服薬方法の見直しを、介護支援専門員には訪問介護員による声かけの追加を相談する。一人で解決しようとせず、つなぐことで支援が機能する。
2. 保健・医療・福祉に関わる主な職種とその役割
多職種で連携するためには、他の職種が何をする人なのかを知っておくことが出発点となる。地域で関わることの多い職種と主な役割を整理する。
	職種
	主な役割

	医師
	診断・治療、医学的な指示(訪問看護指示書の交付等)

	看護師・保健師
	病状の観察、医療処置、療養指導、健康課題の把握、他職種との調整

	介護支援専門員
	ケアプランの作成、サービスの調整、サービス担当者会議の開催

	社会福祉士
	相談援助、制度やサービスの利用支援、権利擁護

	薬剤師
	服薬状況の確認、薬の説明・調整、副作用の確認

	理学療法士・作業療法士
	動作や生活機能の評価、リハビリテーション、環境調整の助言

	介護福祉士・訪問介護員
	身体介護、生活援助、日々の変化への気づき

	民生委員
	地域での見守り、相談への対応、行政や専門職へのつなぎ


3. チームアプローチにおける看護職の役割と専門性の発揮
看護職は、医療の視点と生活の視点の両方をもつ職種として、チームの中で次のような役割を期待される。
1. 健康状態の変化の早期発見と報告　病状の変化を医学的に判断し、主治医や関係職種へ速やかに伝える。
1. 医療情報の「翻訳」　専門的な医療情報を、介護職など他の職種や家族にもわかる言葉に置き換えて伝える。
1. 調整役　関係職種の間をつなぎ、情報が行き渡るようにする。
1. 利用者・家族の代弁　本人や家族が言いにくい思いを汲み取り、チームに伝える。
具体的な看護場面　訪問介護員から「最近、食事中にむせることが増えた」と連絡があった。看護師は嚥下の状態を確認し、主治医に報告するとともに、食事の形態や介助の方法を介護職にも伝わる言葉で説明した。
4. 地域ケア会議、サービス担当者会議等の連携の場
多職種が顔を合わせて情報を共有し、方針を決める場として、地域ケア会議とサービス担当者会議がある。目的や主催者が異なるため、違いを整理しておく。

	観点
	地域ケア会議
	サービス担当者会議

	目的
	個別の困難事例を検討し、地域に共通する課題を見つけて、地域づくりや政策につなげる
	ケアプランの原案を検討し、サービス内容や役割分担を確認する

	主催
	市町村または地域包括支援センター
	介護支援専門員

	主な参加者
	医師、看護師、社会福祉士、介護支援専門員、民生委員、行政職員など
	利用者・家族、サービス事業者、主治医、訪問看護師など

	開催のとき
	個別の課題が解決しにくいとき、地域課題を検討するとき
	ケアプランの作成時、更新時、変更時


看護職は、サービス担当者会議等に参加して医療面の情報や留意点を伝え、会議で決まった内容を、日々のケアに反映させる役割を担う。
5. 連携を阻む要因と円滑な連携のための工夫
連携の重要性は理解されていても、実際にはうまく連携できないことも少なくない。阻害要因を知り、あらかじめ工夫しておくことが大切である。
	連携を阻む要因
	円滑にするための工夫

	専門用語や考え方の違い
	専門用語を避け、誰にでもわかる言葉で伝える

	他の職種の役割を知らない
	事例検討会や研修で交流し、顔の見える関係をつくる

	情報共有の方法や時期がばらばら
	共有の様式やルールをそろえ、連絡ノートやICTを活用する

	多忙で、集まる時間が合わない
	短時間の会議や、オンラインでの参加を取り入れる

	目標が共有されていない
	利用者の目標を最初にチームで確認する

	利用者・家族が置き去りになる
	会議に本人・家族の参加を促し、意向を聞く


6. ICTを活用した情報共有の動向
近年、多職種で利用者の情報を共有するために、ICT(情報通信技術)を活用する取り組みが広がっている。クラウド上で記録や写真を共有する多職種連携ツールがその例である。
	① 各職種が入力
訪問・面談のあと
バイタルサイン、写真、気づきを記録する
	② 共有
すぐに
クラウド上で関係者が同じ情報を見られる
	③ 確認・対応
次の訪問までに
必要な職種が確認し、すばやく対応する


期待される効果　関係者がリアルタイムで同じ情報を確認できる、記録の転記や電話連絡の手間が減る、写真や動画で皮膚の状態等を具体的に伝えられる、遠隔でもカンファレンスに参加できる。
留意すること　個人情報の保護とセキュリティの確保、利用者・家族の同意、ICTが苦手な人への配慮が必要である。また、ICTは顔の見える関係を補うものであり、置き換えるものではない。


事例演習
Lさん(80歳、女性)は、心不全で内服治療を続けている。夫と死別後は一人暮らしで、最近は物忘れが目立つ。週2回の訪問看護、週3回の訪問介護、週1回の通所介護を利用しており、担当の介護支援専門員が調整している。長男(52歳)は遠方に住み、電話で連絡を取るのみである。ある日、訪問介護員から訪問看護ステーションに「最近、足のむくみがあり、昼食を残すことが増えた。机の上に飲み忘れた薬の袋が残っていた」と連絡が入った。訪問した看護師が確認すると、体重は1週間で2kg増加しており、軽い息切れもみられた。
設問1　Lさんの支援に関わっている職種を挙げ、それぞれの役割を整理してみよう。








設問2　訪問看護師はLさんの変化にどう対応し、誰に、どのような内容を連絡すべきか考えてみよう。








設問3　今後、チームの連携を円滑にするために活用できる会議の場や工夫(ICTを含む)を考えてみよう。







事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
訪問看護師：病状の観察、服薬状況の確認、変化の判断と主治医への報告。
訪問介護員：日常生活の援助と、毎日の様子の変化(むくみ、食欲、薬の残り)への気づき。
通所介護職員：デイサービスでの様子の観察、体調の確認、他の職種への情報提供。
介護支援専門員：ケアプランの作成・調整と、関係者の連絡窓口。
かかりつけ医・薬剤師：診断・治療・内服の調整、服薬方法の工夫の提案。長男は遠方から支える家族として位置づける。
【教員用】設問2について
体重増加(1週間で2kg)、むくみ、食欲低下、息切れは心不全の悪化を疑う所見であり、バイタルサイン、SpO2、呼吸状態、浮腫の程度などを速やかにアセスメントする。
主治医に、観察した内容(体重の変化、症状、飲み忘れの状況)を整理して報告し、指示を受ける。
介護支援専門員にも状況を共有し、ケアプランの見直しや、訪問介護員・通所介護職員への観察ポイントの周知を依頼する。
変化に気づいて連絡した訪問介護員に感謝を伝え、気づきが役立ったことをフィードバックする視点があるとよい。
飲み忘れについて、薬剤師と相談し、一包化やお薬カレンダーの導入を検討する。
【教員用】設問3について
サービス担当者会議を開き、症状の変化を踏まえたケアプランの見直しと、各職種の役割分担を確認する。
解決が難しい場合や、同様の事例が地域で多い場合は、地域ケア会議で検討する。
工夫として、観察の項目(体重、むくみ、食事量、薬の残り)を共通の様式にそろえ、連絡ノートやICTで共有する。
遠方の長男にも、ICTや電話で状況を共有し、会議にオンラインで参加してもらう。
専門用語を避け、誰にでもわかる言葉で伝える姿勢があるかを確認する。


看護師国家試験　過去問題
【問題1】　介護支援専門員が行うのはどれか。
1. 通所介護の提供
2. 福祉用具の貸与
3. 短期入所生活介護の提供
4. 居宅サービス計画の立案

【問題2】　認知症が疑われる人や認知症の人およびその家族を訪問し、複数の専門職でアセスメントや自立生活の支援を行うのはどれか。
1. 成年後見人
2. 介護認定審査会
3. 認知症対応型通所介護
4. 認知症初期集中支援チーム

























看護師国家試験　過去問題　解答・解説
【問題1】　介護支援専門員が行うのはどれか。
1. 通所介護の提供
2. 福祉用具の貸与
3. 短期入所生活介護の提供
4. 居宅サービス計画の立案　◀ 正解

解説　介護支援専門員(ケアマネジャー)は、利用者の状況を把握し、居宅サービス計画(ケアプラン)を立案して、サービス事業者等との連絡調整を行う。通所介護、福祉用具貸与、短期入所生活介護は、サービス提供事業者が提供するサービスであり、介護支援専門員が直接提供するものではない。
出典：第105回看護師国家試験　午後9問

【問題2】　認知症が疑われる人や認知症の人およびその家族を訪問し、複数の専門職でアセスメントや自立生活の支援を行うのはどれか。
1. 成年後見人
2. 介護認定審査会
3. 認知症対応型通所介護
4. 認知症初期集中支援チーム　◀ 正解

解説　認知症初期集中支援チームは、医療・介護の複数の専門職がチームを組み、認知症が疑われる人や認知症の人とその家族を訪問して、初期の段階から集中的にアセスメントや家族支援を行う。地域包括支援センター等に配置される。成年後見人は財産管理や身上保護を行い、介護認定審査会は要介護認定の審査・判定を行う。認知症対応型通所介護はデイサービスの一種である。
出典：第109回看護師国家試験　午前54問

